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新型コロナウイルス感染症は感染症法上の位置づけが 5類感染症になりました 
 

 

新型コロナウイルス感染症の位置づけは、これまで、「新型インフルエンザ等感染症（いわゆる２類相当）」

としていましたが、２０２３年５月８日から「５類感染症」になりました。 
 

◆ 感染した場合の考え方について（厚労省 HP より抜粋） 

新型コロナ患者や濃厚接触者に対して、感染症法に基づく外出自粛は求められなくなります。 

外出を控えるかどうかは、個人の判断に委ねられます。その際、以下の情報を参考にして下さい。 
 

 

 新型コロナウイルス感染症は、他の人にうつすリスクはどれくらいありますか？          

鼻やのどからのウイルスの排出期間の長さに個人差がありますが、発症２日前から発症後７～１０日間

は感染性のウイルスを排出しているといわれています。 

発症後３日間は、感染性のウイルスの平均的な排出量が非常に多く、５日間経過後は大きく減少するこ

とから、特に発症後５日間が他人に感染させるリスクが高いことに注意してください。 
 

 新型コロナウイルス感染症にかかったら、どのくらいの期間、外出を控えればよいのでしょうか？  

(1) 外出を控えることが推奨される期間 

特に発症後５日間が他人に感染させるリスクが高いことから、発症日を０日目（※１）として５日間

は外出を控えること（※２）、かつ、５日目に症状が続いていた場合は、熱が下がり、痰や喉の痛みなど

の症状が軽快して２４時間程度が経過するまでは、外出を控え様子を見ることが推奨されます。症状が

重い場合は、医師に相談してください。 

（※１）無症状の場合は検体採取日を０日目とします。 

（※２）やむを得ず外出する場合でも、症状がないことを確認し、マスク着用等を徹底してください。 

(2) 周りの方への配慮 

１０日間が経過するまでは、ウイルス排出の可能性があることから、不織布マスクを着用したり、高

齢者等ハイリスク者と接触は控える等、周りの方へうつさないよう配慮しましょう。発症後１０日を過

ぎても咳やくしゃみ等の症状が続いている場合には、マスクの着用など咳エチケットを心がけましょう。 
 

◆ マスクの着用の考え方について（厚労省 HP より抜粋） 

２０２３年３月１３日以降、マスクの着用は、個人の主体的な選択を尊重し、個人の判断が基本

となりました。本人の意思に反してマスクの着脱を強いることがないよう、ご配慮をお願いします。 

ただし、感染拡大防止対策としてマスクの着用が効果的な場面においては、マスクの着用を推奨

します。 
 

＜着用が効果的な場面＞ 

◇高齢者など重症化リスクの高い方への感染を防ぐため、下記の場面ではマスクの着用が推奨されます。 

・医療機関受診時 

・高齢者等重症化リスクが高い方が多く入院・生活する医療機関や高齢者施設等への訪問時 

・通勤ラッシュ時等混雑した電車やバス（注）に乗車する時（当面の取扱いになります） 

（注）概ね全員の着席が可能であるもの（新幹線、通勤ライナー、高速バス、貸切バス等）を除きます。 

◇新型コロナウイルス感染症の流行期に重症化リスクの高い方が混雑した場所に行く時は、感染から自

身を守るための対策として、マスクの着用が効果的です。 

＜事業者における対応＞ 

◇マスクの着用は個人の判断に委ねられるものですが、事業者が感染対策上又は事業上の理由等により、

利用者又は従業員にマスクの着用を求めることは許容されます。 

(例)・客層や施設内の環境、感染状況等を踏まえ、顧客に対しマスクの着用を求めること 

      ・会議室等で対面の距離を十分に確保できず、長時間の会話を行う場合にマスクの着用を求めること 
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２０２３年４月から雇用関係助成金ポータルで電子申請可能になりました 
 

 

  

  
 

２０２３年度から大学生等のインターンシップの取扱いが変わります 
 

■  ２０２２年６月、文部科学省・厚生労働省・経済産業省の合意による「インターンシップの推進に当

たっての基本的考え方」（３省合意）を改正し、大学生等のキャリア形成支援に係る取組を類型化する

とともに、一定の基準を満たしたインターンシップで企業が得た学生情報を、広報活動や採用選考活動

に使用できるよう見直されました。 
(「採用と大学教育の未来に関する産学協議会」（経団連と大学関係者で構成）が２０２２年４月に公表した報告書を踏ま

えた見直しです。題名も「インターンシップを始めとする学生のキャリア形成支援に係る取組の推進に当たっての基本的

考え方」に改められています。）。 

■  この改正は、２０２５年３月に卒業・修了する学生（学部生ならば２０２３年度に学部３年生に進学

する学生）が、２０２３年度に参加するインターンシップから適用されます。 
 

 改正のポイント  
 

 


